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久喜市障がい者活躍推進計画における取組の実施状況（令和６年度） 

 

 

Ⅰ 数値目標の達成状況 

 

１ 採用に関する目標 

〇実雇用率（令和６年６月１日時点） 

目標（法定雇用率） 達成度（実雇用率） 達成状況 

２．８％ 

全    体  ３．１１％ 

市 長 部 局 ３．４２％ 

教育委員会 １．５６％ 

達成 

 

 

２ 定着に関する目標 

〇定着状況（採用１年後の職場定着） 

目標 達成度 達成状況 

不本意な離職者を極力生じさせない。 令和６年度の離職者なし 達成 

 

 

３ 職場満足度に関する目標 

＊調査対象：障がいのある全職員 ２３人  

＊アンケート回収率：２２人（１００％） １人は派遣職員のため回答不可 

 

〇職場満足度（職場の満足度に関するアンケート調査結果より）（令和６年６月実施） 

目標 達成度 達成状況 

全体満足度が前年度を下回らない。 

（令和５年度 ７７．３％） 
令和６年度 ８１．９％ 

達成 

(＋４．６ﾎﾟｲﾝﾄ) 

 ※達成度はアンケート結果の満足・やや満足を足したもの 
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障がいのある職員に対する「職場の満足度アンケート調査」の結果（令和 6年 6月実施） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 障がい者の活躍推進に向けた取組 

 

１ 障がい者の活躍を推進するための体制整備 

 

（１）障害者雇用推進者の選任 

   任命権者ごとに「障害者雇用推進者」を選出した。 

（２）障害者職業生活相談員の選任 

   人事課職員から４名「障害者職業生活相談員」を選任した。 

（３）相談しやすい体制の整備 

障がいのある職員全員に個別メールで「障害者職業生活相談員」の名前と困りごと 

の相談に乗る旨を案内した。また、掲示板にて全職員向けに、心と身体の健康相 

談先として職員健康支援室及び産業医の健康相談を、またメンタルヘルス相談として

臨床心理士による相談窓口及び市町村職員共済組合のカウンセリング助成事業を案内

した。 
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（４）障がい者活躍推進チームの設置 

   令和６年７月１９日に久喜市障がい者活躍推進チームによる、「障がい者活躍推進検 

討会議」を実施し、本計画の取組状況の評価等を行った。 

    

２ 障がい者の活躍の基本となる職務の選定・創出 

  各所属における人事評価面談等により必要な配慮事項を確認するとともに、可能な限

り障がい特性に配慮した業務の割り振りに努めた。 

 

３ 障がい者の活躍を推進するための環境整備・人事管理 

（１） 職場環境 

  障がいにより、高い位置にある物が届きにくい職員がいる所属では、必要なもの

は手に届く位置に置くなど、作業しやすい環境を整えた。障がいのある職員を対象

に職場の満足度アンケート調査を実施し、アンケート結果から上がった課題につい

て、障がい者活躍検討会議において、議題に取り上げ職場環境の改善について協議

した。 

（２） 職員の募集・採用 

    募集にあたっては、近隣の特別支援学校や就労支援センター等へ受験案内を配 

   布し応募者拡大に努めた。 

（３） 働き方 

    年次有給休暇の計画的な取得や各種休暇の利用など、個々の状況に応じた働き 

   方を推進した。 

（４） キャリア形成・育成 

    キャリア形成については、本人のニーズを踏まえた人事異動を行いながら、 

様々な経験ができる配置に努めた。また、研修については、パソコンを利用した 

オンラインでの受講や、手話通訳者の配置などを行い、障がいのある職員が受講 

しやすい環境づくりを図った。 

（５） その他の人事管理  

障害者職業生活相談員が、本人の希望に応じて面談を実施し、相談者の体調確 

   認や職務上の助言を行った。また、一定の駐車スペースが必要である職員に対し 

ては、駐車場の確保を行うなど、障がい特性に応じた柔軟な配慮に努めた。 

 


